








住宅使用料等未収金回収業務
仕様書









令和８年９月
海南市

１．業務の目的
海南市（以下「委託者」という。）は、市営住宅入居者や市民などに対する公平性を確保するため、海南市営住宅（改良住宅および小集落改良住宅を含む。）の家賃、駐車場使用料、共益費および水道使用料（以下「住宅使用料等」という）を滞納している者（以下「滞納者」という。）のうち、回収が困難となっている事案について、収納対策強化の一環として、債権回収に関する専門的知識及び経験を有する弁護士又は弁護士法人（以下「受託者」という。）に本業務を委託することにより、未収金を回収・整理し、収納率の向上を図ることを目的とする。

２．回収業務を委託する債権
⑴ 滞納住宅使用料等のうち円滑かつ効率的な回収が見込めないもの
なお、次に掲げる債権は委託しない。
ア 分納中、その他の理由により納付が見込めるもの
イ 訴訟等の法的措置を実施しているもの
ウ その他委託することが適切でないと判断するもの
⑵ 滞納住宅使用料等の状況（※令和８年９月１日時点）
ア 滞納者：66件
イ 滞納額：34,653,155円

３．業務の実施方法
⑴ 滞納者、連帯保証人及び相続人（以下「債務者等」という。）への文書や電話による納付催告及び納付交渉
⑵ 債務者等への納付指導及び納付相談
⑶ 債務者等の返済能力に応じた、分納誓約書の徴取及び分割納付の履行管理
⑷ 債務者等に対して発出する納付書や通知等には、地方自治法施行令第154条第３項の規定による事項（所属年度、債権名、収納すべき金額、納入義務者、納入場所及び納入の請求の事由）を記載すること。また、市長から収納業務を受託し、その権限があることを明示すること。
⑸ 住宅使用料等の現金の領収（必ず領収書を発行すること。）
⑹ 回収した滞納住宅使用料等現金の安全かつ確実な保管
⑺ 滞納住宅使用料等現金の委託者への払込み
⑻ 債務者等の居所が不明の場合、住民票等の取得による現住地調査の実施
⑼ 債務者等が死亡している場合、委託者と協議の上、必要に応じ相続人の調査を実施する。
⑽ 債務者等又は第三者からの苦情については適切に対応すること。苦情に対応した場合については、苦情の内容及びその対応を取りまとめ、苦情対応報告書（様式任意）を提出すること。
⑾ 納付交渉履歴、回収履歴、調査事項等の記録と委託者への報告
⑿ 調査の結果、債権の回収が不能と認められる場合は、その内容を記載した回収不能報告書（様式任意）を提出すること。

４．提供する情報
受託者が本業務を遂行するに当たって、委託者が提供する債務者等の個人情報の範囲は、仕様書別紙１「提供情報」のうち把握している項目とする。なお、受託者がそれ以外の情報を必要とする場合には、委託者が業務の遂行に必要と認める範囲で情報を提供するものとする。

５．契約期間
契約の期間は、契約の日から令和９年３月31日まで

６．委託費（成功報酬）
⑴ 委託費の算出
委託費は、各月の回収した滞納家賃等の額に成功報酬率を乗じて得た額に消費税及び地方消費税相当額を加算した額とする。（委託費算出の結果、１円未満の端数が生じた場合はこれを切り捨てる。）
⑵ 委託費の支払方法
委託者は、毎月、⑴で算出した委託費を、適法な請求書を受領した日から３０日以内に支払う。

７．個人情報保護
受託者は、委託者から提供された債務者の個人情報及び業務上知り得た個人情報については、「個人情報の保護に関する法律」、仕様書別紙２「海南市個人情報取扱項」に基づき、適切な管理を行い、その取扱いに特に慎重を期し、物理的・人的原因による漏洩が生じないよう措置すること。

８．業務遂行に係る注意事項
訴訟等法的手続を要する場合及び内容証明郵便発送等特殊な手続きを行う場合については、対象業務としないものとする。

９．その他
本仕様書に定めのない事項が生じたときは、その都度委託者と受託者が協議の上定めるものとする。


仕様書別紙１

提供情報

１．債務者の基本情報
⑴ 氏名（漢字・カナ）
⑵ 住所
⑶ 生年月日
⑷ 電話番号（自宅・携帯）
⑸ 滞納額
⑹ 納付誓約書
⑺ 最終入金日
⑻ 退去日（退去している場合）
⑼ 訴訟の有無
⑽ 収入額
⑾ 保有口座

２．保証人等がいる場合は保証人等の基本情報
⑴ 氏名（漢字・カナ）
⑵ 住所
⑶ 生年月日
⑷ 電話番号（自宅・携帯）
⑸ 債務者との関係


仕様書別紙２

個人情報取扱特記事項

（基本的事項）
第１　乙は、個人情報の保護の重要性を認識し、この契約による事務の実施に当たっては、個人の権利利益を侵害することのないよう、個人情報の取扱いを適正に行わなければならない。
（秘密の保持）
第２　乙は、この契約による事務に関して知り得た個人情報をみだりに他に漏らしてはならない。
この契約が終了し、又は解除された後においても、同様とする。
（収集の制限）
第３　乙は、この契約による事務を行うために個人情報を収集するときは、当該事務の目的を達成するために必要な範囲内で、適法かつ適正な方法により収集しなければならない。
２　乙は、この契約による事務を行うために個人情報を収集するときは、その目的を明示した上で本人から収集し、本人以外から収集するときは、本人の同意を得た上で収集しなければならない。ただし、甲の承諾があるときは、この限りでない。
（安全確保の措置）
第４　乙は、この契約による事務に関して知り得た個人情報の漏えい、滅失又はき損の防止その他の個人情報の適切な管理のために必要な措置を講じなければならない。
（利用及び提供の制限）
第５　乙は、甲の指示又は承諾があるときを除き、この契約による事務に関して知り得た個人情報を契約の目的以外の目的に利用し、または提供してはならない。
（複写または複製の禁止）
第６　乙は、この契約による事務を処理するため甲から提供された個人情報が記録された資料等を、甲の承諾なしに複写し、または複製してはならない。
（再委任の禁止）
第７　乙は、甲の承諾があるときを除き、この契約による個人情報を取り扱う事務については自ら行い、第三者にその取扱いを委託してはならない。
（資料等の返還等）
第８　乙は、この契約による事務を処理するために甲から提供を受け、又は自らが収集し、若しくは作成した個人情報が記録された資料等は、事務完了後直ちに甲に返還し、又は引き渡すものとする。ただし、甲が別に指示したときは、その指示に従うものとする。
（従事者への周知）
第９　乙は、この事務に従事している者に対して、在職中及び退職後において、この契約による事務に関して知り得た個人情報の内容をみだりに他人に知らせてはならないこと又は不当な目的に使用してはならないことその他個人情報の保護に関し必要な事項を周知するものとする。
（事故報告）
第10　乙は、この契約に違反する事態が生じ、又は生ずるおそれがあることを知ったときは、速やかに甲に報告し、甲の指示に従うものとする。この契約が終了し、又は解除された後においても、同様とする。
（調査）
第11　甲は、乙がこの契約による事務を処理するに当たり、取り扱っている個人情報の状況について、随時調査することができるものとする。
（指示）
第12　甲は、乙がこの契約による事務を処理するために取り扱っている個人情報について、その取扱いが不適当と認められるときは、乙に対して必要な指示をすることができる。
（契約解除及び損害賠償）　※契約書中に契約解除及び損害賠償に関する定めがない場合
第13　甲は、乙が個人情報取扱特記事項の内容に反していると認めたときは、契約の解除又は損害賠償の請求をすることができるものとする。

注１　甲は委託者である海南市を、乙は受託者を指す。
　２　委託事務の実態に即して、適宜必要な事項を追加し、又は不要な事項を省略することができる。
